
横浜市潜在保育士等への就労奨励金交付要綱 
 

制定 令和５年４月１日こ保対第 1001 号（局長決裁） 
 
（趣旨） 

第１条 この要綱は、保育士資格を有する者が、かながわ保育士・保育所支援センター
（以下「センター」という。）を通じて、横浜市内の私立保育・教育施設に採用された
際に、一時金を交付することにより、センターを活用した就労を促進し、横浜市内にお
ける保育人材の確保を図るため、潜在保育士等への就労奨励金（以下「奨励金」とい
う。）の交付について、必要な事項を定めるものとする。 

 
（定義） 

第２条 この要綱における用語の定義は、次のとおりとする。 
１ 保育・教育施設 

(1) 児童福祉法（昭和 22年法律第 164号。以下この条において「法」という。）第 35
条第４項の認可を受けた認可保育所 

(2) 「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律」（平成
18 年法律第 77号）第２条第６項の規定により、認定を受けた認定こども園 

(3) 法第 34 条の 15 第２項の認可を受けたもののうち、法第６条の３第９項の規定する
家庭的保育事業を行う事業所 

(4) 法第 34 条の 15 第２項の認可を受けたもののうち、法第６条の３第 10 項の規定す
る小規模保育事業を行う事業所 

(5) 法第 34 条の 15 第２項の認可を受けており、法第６条の３第 12項の規定する事業
所内保育事業を行う事業所 

(6) 横浜保育室事業実施要綱（平成９年４月１日福保推第 18 号）の認定を受けた横浜
保育室 

(7) 学校教育法（昭和 22年法律第 26 号）第１条に規定する幼稚園のうち、横浜市私立
幼稚園等預かり保育事業若しくは横浜市私立幼稚園２歳児受入れ推進事業を行う幼稚
園 

 
（交付対象者） 

第３条 奨励金の交付対象者は、保育士資格を有するものであって次の各号のいずれの要
件も満たすものとする。 
(1) センターで求職登録を行い、センターの就労支援等を受けて、横浜市内の私立の保
育・教育施設に採用されていること 

(2) 前号で採用された保育・教育施設に、令和５年３月１日以降に就労開始しており、
かつ申請日時点で当該施設において保育・教育業務に従事していること 



(3) 第１号で採用された保育・教育施設における勤務形態として、週 20 時間以上の勤務
を要する雇用契約となっていること 

(4) 保育士養成施設の卒業者については、当該保育・教育施設における就労開始日時点
で、卒業から１年以上経過していること 

（5）保育・教育施設の施設長（管理者）、園長及び 保育・教育施設を設置し、又は運営
している事業者の役員でないこと 

(6) 過去に、この要綱に基づく奨励金の交付を受けていないこと 
(7) 当該保育・教育施設への就職にあたり、有料職業紹介事業者による採用支援を受け
ていないこと  

(8) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員
ではないこと 

 
（奨励金の額等） 

第４条 奨励金の額は、１人につき５万円とする。 
２ 奨励金の交付は、１人につき１回とする。 
 
（交付申請） 

第５条 奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、横浜市潜在保
育士等への就労奨励金交付申請書兼請求書（第１号様式）に、次に掲げる書類を添え
て、市長に申請しなければならない。 
(1) 保育士証の写し 
(2) 在職証明書（第１号様式別紙１） 
(3) かながわ保育士・保育所支援センター就労支援証明書（第１号様式別紙２） 
（4）その他市長が必要と認める書類 
２ 前項の規定による申請の期限は、採用日から起算して、６か月後の属する月末までと
する。 

 
（交付決定等） 

第６条 市長は、前条の規定による申請があった場合、申請内容について確認を行い、奨
励金の交付を決定したときは横浜市潜在保育士等への就労奨励金交付決定通知書（第２
号様式）により、交付しないことを決定したときは横浜市潜在保育士等への就労奨励金
不交付決定通知書（第３号様式）により、申請者に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により奨励金の交付を決定したときは、申請者が指定する口座に
奨励金を振り込むものとする。 

 
 
 
 



（奨励の返還等） 
第７条 市長は、奨励金の交付を受けた者が偽りその他不正な手段により奨励金の交付

を受けたときは、奨励金の交付決定を取消し、既に交付した奨励金について、期限を定め
て、その返還を命じることができる。 
２ 市長は、前項の規定により奨励金の交付決定を取消したときは、横浜市潜在保育士等
への就労奨励金交付決定取消通知書（第４号様式）により奨励金の交付を受けた者に通
知するものとする。 

３ 市長は、第１項の規定により既に交付した奨励金の返還を請求するときは、横浜市潜
在保育士等への就労奨励金返還請求書（第５号様式）により奨励金の交付を受けた者に
通知するものとする。 

 
（加算金及び延滞金） 

第８条 申請者は、前条第１項の規定による取消しに関し、奨励金の返還を命ぜられたと
きは、その命令に係る奨励金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該奨励金の
額(その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額)に
つき年 10.95 パーセントの割合で計算した加算金を市に納付しなければならない。 

2 申請者は、奨励金の返還を命ぜられ、これを納期日までに納付しなかったときは、納
期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未納付額につき年 10.95 パーセントの
割合で計算した延滞金を市に納付しなければならない。 

3 市長は、前２項の場合において、やむを得ない事情があると認めるときは、加算金又
は延滞金の全部又は一部を免除するものとする。 

 
（調査又は報告） 

第９条 市長は、奨励金の交付に係る予算の執行の適正を期するため必要があるときは、
申請者に対して、奨励金の交付に関する状況を調査し、又は報告を徴することができ
る。 

 
（個人情報の利用） 

第 10 条 本事業において取得した個人情報については、必要な範囲内において、センタ
ーや申請者の勤務先と共有することができるものとする。 

 
（その他） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、奨励金の交付に関し必要な事項は、市長が別に
定める。 

 
附 則 

（施行期日） 
この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 


